研修出張様式１


研修等参加希望書

	研修名及び主催者

	研修名：平成18年度日本精神科病院協会学術教育研修会　PSW部門

	主催者：社団法人　日本精神科病院協会

	期　　間

	平成18年10月26日（木）　9：00～17：00

	平成18年10月27日（金）　9：00～12：40

	場　　所

	ホテルアウィーナ　大阪

	大阪市天王寺区石ヶ辻町19－12

	研修内容

	10月26日　講演1「心身喪失者等医療観察法について」　講師：竹畑　千賀子　氏

	　　　　　　講演2「障害者自立支援法の中でのPSWの役割」　講師：伊原　和人　氏

	ランチョンセミナー1　｢アスペルガー症候群の理解｣　講師：飯田　順三　氏　

	ランチョンセミナー2　｢認知行動療法に学ぶ精神科面接のコツ｣　講師：大野　裕　氏

	　　　　　　分科会　救急システムの中でのPSWの役割　講師：澤　温　氏

	10月27日　講演3「ソーシャルワーカーの価値と規範」　講師：辻井　誠人　氏

	　　　　　　講演4「個人情報保護法」　講師：木之元　直樹　氏

	参加者の希望理由　　平成18年　9月　11日　職名及び氏名　下平　英範　　　　　印

	　「障害者自立支援法」「医療観察法」「個人情報保護法」などの講演、分科会、セミナーを通して、

	精神保健福祉士としての知識や技術の向上を図っていきたい。講師の方々はいずれも各分野の専門

	家であり、他職種・他業種から見た精神保健福祉士の業務についても考察していきたい。また、全国

	各地からPSWが一同に集まる為、各地のPSWの取り組みについても情報収集する場としても活かし

	ていきたい。

	管理者の推薦理由　　平成　　年　　月　　日　職名及び氏名　　　　　　　　　　　　印

	

	

	

	

	


1． 研修の資料となる案内書、申込書等を添付すること

2． 「研修出張申請書及び予算書」を必ず添付すること

3． 管理者の推薦は必ず受けること

研修出張様式２
研修出張申請書及び予算書
医療法人　青仁会　理事長殿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　18年　9月　11日

	
	C.E.O.
	印
	I.O.O.
	印
	A.O.M.
	印
	総務
	印

	出張申請者
	下平　英範
	印
	施設名
	青南病院
	職種
	精神保健福祉士

	出張目的
	平成18年度日本精神科病院協会学術教育研修会　PSW部門

	出張先
	ホテルアウィーナ　大阪

	出張先住所
	大阪市天王寺区石ヶ辻町19－12
	電話番号
	06－6772－1441

	期　間
	平成　18年　10月　25日（水）～　　10月　27日（金）　３日間

	出張予定
	経費予定　

	
	研修費/

経　費
	月日
	科　　目
	金　　額

	＜１日目＞　10/25（水）
	
	10/26
	研修参加費
	２０，０００円

	8：56　　八戸駅　発　　はやて８号
	
	
	
	円

	12：08　東京駅　着　　
	
	
	
	円

	12：33　東京駅　発　　のぞみ８７号
	
	
	
	円

	15：09　新大阪駅　着
	
	
	
	

	15：27　新大阪駅　発　市営御堂筋線
	
	
	
	

	15：43　なんば駅　着
	
	
	
	

	15：43　近鉄難波駅　発　近鉄奈良線
	
	
	
	

	15：45　上本町　着
	経費小計　　　　　　　　　　　　　　　　　①
	２０，０００円

	＜二日目＞　10/26（木）
	
	

	9：00　　研修受付
	交通費
	月日
	区　　間　　　　機　関
	運　　賃

	10：00　研修開始　
	
	10/25
	松園町⇔八戸駅　　　　 　バス
	３４０円

	17：00　研修終了　
	
	10/26
	八戸駅⇔上本町（大阪）　　電車
	５０,８００円

	＜三日目＞　10/27（金）
	
	
	
	円

	9：00　　研修開始
	
	
	
	円

	12：40　研修終了
	
	
	
	

	16：35　上本町　発　　　近鉄大阪線
	
	
	
	

	16：37　鶴橋駅　着
	交通費小計　　　　　　　　　　　　　　　　②
	５１，１４０円

	16：42　鶴橋駅　発　　　大阪環状線
	宿泊費
	月日
	宿 泊 先　　　　　TEL
	料　　金

	16：57　大阪駅　着　　　
	
	10/25
	大阪国際交流センターホテル
	２１，６００円

	17：02　大阪駅　発　　　東海道本線
	
	
	　TEL　06-6773-8181（二泊）
	円

	17：06　新大阪駅　着　　
	
	
	
	円

	17：16　新大阪駅　発　のぞみ１４２号
	
	
	
	円

	19：53　東京駅　着
	
	
	
	

	20：04　東京駅　発　　　はやて３３号
	
	
	
	

	23：00　八戸駅　着　　
	宿泊費小計　　　　　　　　　　　　　　　　③
	２１，６００円

	
	出張予定経費　①＋②＋③＝
	
	9
	2
	7
	4
	０

	
	旅費払い出し希望日
	１０　月　２４　日（火）


研修出張様式３
出張復命旅費精算報告書
所属　青南病院　職名　精神保健福祉士　氏名　下平　英範　　　

目的　平成18年度日本精神科病院協会学術教育研修会　PSW部門

期間　平成 18年 10月 25日～平成 18年 10月 27日（3日間）

使用金額　　　　92,740円也

上記の通り出張しましたので復命精算します

報告者　　下平　英範　　　　　　　印
医療法人　青仁会

理事長　　千葉　潜　殿


使用明細書

	科　目
	金　　額
	備　　考

	研 修 費①
	20,000円
	平成18年度日本精神科病院協会学術教育研修会

	　　　②
	420円
	研修費振込み手数料

	　　　③
	円
	

	④
	円
	

	交 通 費①
	340円
	松園町⇔八戸駅

	　　　②
	45,640円
	八戸市⇔新大阪（新幹線：はやて、のぞみ）

	　　　③
	540円
	新大阪⇔なんば（市営御堂筋線）

	④
	300円
	近鉄難波⇔上本町（近鉄奈良線）

	宿 泊 費①
	21,600円
	

	　　　②
	円
	

	　　　③
	円
	

	④
	円
	

	合　　　計
	88,840円
	


1． 領収書添付のこと

2． 帰着後速やかに、研修報告書と一緒に提出のこと

研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　青南病院　　　　　職　種　精神保健福祉士　　　氏　名　下平　英範

	期　　間　　平成　18年　10月　25日　～　平成　18年　10月　27日

	出張目的　平成18年度日本精神科病院協会学術教育研修会　PSW部門

	出 張 先　ホテルアウィーナ　大阪

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


＜総括＞

　病院の相談窓口として、働き始めて1年半を過ぎたが、まだまだ病院相談窓口として勉強しなければならない事柄多くあると感じた。障害者自立支援法・精神科救急医療・個人情報保護法など、今回の研修では、病院相談窓口として重要な要素を多く勉強することができた。1年半病院相談窓口として働いてきたが、自分の実践について半信半疑な部分が多くあった。「本当にこれでいいのか」などと悶々とする日々が続いていた。今回の研修では、同じような悩みを抱えている人が多く、参考となり、これから実践を行なっていく上での活力となった。

　医療観察法の講演は、いままで殆ど聞く機会がなかった為、良い経験となった。昨年の7月から施行されている法律であるが、実際職務に隣接していないと表面的な知識しかなく、表面的な知識によって医療観察法について偏見を持っていた。医療観察法の実態について学ぶことができ、医療観察法に対する自分自身の偏見も少し緩和したと感じている。医療観察法はまだまだ制度として熟成しておらず、法整備・施設整備などの点で改善する必要がある。今後、各都道府県に指定医療機関が設立する予定であり、医療観察法について今後考察を深めていきたいと感じた。

　「ソーシャルワーカーの価値と倫理」についての講演では、大学の頃に興味を持って取り組んでいた課題であった為か、大学生時代とは違った感覚で聞くことが出来、新たな発見もあった。実践を行なっていく中で、「患者と関わる」「家族と関わる」ということについて、具体的に経験している。大学時代には、患者・利用者と関わるといっても、表面的な理解留まっていた。その為、現在は患者・家族と「じっくりかかわる」「寄り添う」などの言葉も、自身の経験から自分の言葉で語ることが出来そうである。その一方、患者や家族とじっくり関わることが必要であるが、中々出来ない矛盾・葛藤を感じることがある。また、自分が行なっている実践は間違っていないかと感じることもある。これらの矛盾・葛藤・問題点について、解決策はすぐには出ない。そのためには、実践を振り返り、自分以外の他者と語り合うことを続けていく必要がある。やはり、自分自身のみで振り返ることの限界性がある。自分とは違う誰かと話し合うことで、自分自身を認識していくことにつながり、専門職としての自己にも徐々に近づいていくのであろう。
　平成18年10月より、障害者自立支援法施行・精神保健福祉法改正など、精神科医療・障害者福祉の動向は目まぐるしく変化している。その中で、精神科病院においてのPSWの役割も変化していて、今こそPSWの役割・他職種との連携などについて検証していく必要がある。今回の研修で言えば、精神科救急医療について、都市部ではその必要性が高まっていることが分かった。精神保健福祉法の改正により、特定医師の医療保護入院などの制度が成立して、精神科救急医療の需要に対応したことになる。そこで、PSWは迅速且つ正確に情報収集する技術が必要となり、臨機応変な対応も必要になっている。その場面において、精神障害者の人権・生活・地域性についても配慮する必要もあり、その中でPSWの役割も増すこととなる。今後、制度・時代などの変化によって、PSWの役割は徐々に変わっていくだろう。しかし、「患者・家族とじっくり関わる」「自己決定を尊重する」などといったPSWの基盤については、急激に変化することはないだろう。役割の変化とPSWの基盤について、実践を振り返りながら検証していく必要がある。

講演1　「心神喪失者等医療観察法について」

講師　　竹畑　千賀子氏（大阪保護観察所社会復帰調整官室首席）
＜要旨＞

平成17年7月から施行された心神喪失者等医療観察法（以後、医療観察法）の実際の運用状況について、全国・大阪府での具体的な取り組みについての報告があった。

医療観察法とは、心神喪失の状態で重大な他害行為（①殺人、②放火、③強盗、④強姦、⑤強制わいせつ、⑤傷害）を行なったものに対し、①その適切な処遇を決定する為の諸手続き等を定めることにより、②継続的かつ適切な医療並びに③その確保のために必要な観察および指導を行なうことによって、その病状の改善およびこれに伴う同様の行為の再発防止を図り、もってその社会復帰を促進することを目的としている。

社会復帰調整官とは、医療観察法第20条に基づき、精神保健福祉士その他の精神障害者の保健および福祉に関する専門知識を有する者であり、保護観察所に配置される。現在、保護観察所は全国に50ヶ所あり、平成18年4月には社会復帰調整官として、全国で約70名が採用され、今後益々の拡充が望まれている。保護観察所の役割は、①入院又は通院による医療、退院及び再入院の決定を行なう審判において、地方裁判所の求めに応じ、対象者の生活環境の調査を行いその結果を報告する、②入院または再入院の決定を受けた者の社会復帰の促進を図るため、対象者又はその家族等の相談に応じ、援助が受けられるよう退院後の生活環境の調整を行なう、③通院医療の決定を受けた者についてその期間中、精神保健観察を行なうこと、④通院医療の決定を受けたものについて、指定通院医療機関による医療および援助などの援助が、保護観察所長の定める処遇の実施計画に基づいて円滑に行なわれるよう関係機関相互間の連携の確保に努めること、という4点である。

医療観察法においては、入院・入院継続・退院については裁判所へ申し立てた後に決定となる。病棟移動については、病院運営会議で決定する事となる。退院後については、保護観察所・病院・行政職員（都道府県・市町村）でケア会議を行い、退院支援計画を策定する事が義務付けられている。退院後も通院を継続するよう促していく。

平成17年7月15日法律施行日より、平成18年6月30日までの医療観察法による取り扱い件数は334件であり、件数としては関東方面が多く、人口比率としては中国・九州の比率が高い。男性が全体の70％を占めており、30代から40代までの方が多かったが、最高年齢としては90歳の方もいた。疾患割合としては、統合失調症が大半を占めている事件の内容としては殺人(20％)・放火（23％）・傷害（37％）となっており、その被害者としてはほとんどが家族であった。処遇決定内容としては、入院（55％）・通院(26％)・不処遇(16％)・却下（3％）となっていた。不処遇は一過性の疾患や犯罪が軽微なものが含まれ、却下には人格障害という疾患であった為という理由が含まれていた。

今後の課題としては、指定医療機関が全国9ヶ所であり、今後全ての都道府県において整備を目指していくことが第1点として挙げられる。2点目としては、指定通院医療機関が限られており、今後各民間病院との調整等を行い、充足していく必要があるということである。

入院から退院に至るまでの流れ
























＜考察＞

医療観察法が施行されて、1年と数ヶ月間での実態が垣間見ることができたことは大変有意義であった。医療観察法における精神保健福祉士としての役割としては、社会復帰調整官としての役割、精神保健参与員としての役割、指定医療機関の職員としての役割などに分けられる。

社会復帰調整官(保護観察所)は、通院医療機関・都道府県、市町村の関係機関と協議して地域社会における処遇について実施計画を定めていく。また、生活状況などを見守り、必要な指導等を行なうこととなっている。社会復帰調整官にとって、対象者の医療を受ける意欲を支えることが重要な業務となっている。しかし、「対象者の医療を受ける意欲を支えること」は、犯した犯罪・病態水準・家庭状況などの様々な要素により、困難な状況となると考えられる。犯罪により家族が犠牲になった場合は、対象者への支援は非常に困難となり得ると考えられるが、犯罪の被害者は家族が大半を占めているのが現状である。家族が被害者になることで、家族からの支援が全く受けられない場合が多く、本人の生活を支える支援は非常に困難になるだろう。支援が困難な対象者は多く、今後社会復帰調整官の質・量の拡充、関係機関の連携強化を図っていく必要があると考える。

精神保健参与員は、精神保健福祉士または精神障害者の保健および福祉に関する専門的知識および技術を有するものであって、地方裁判所が毎年選任したもののなかから、処遇事件ごとに裁判所が指定することになっている。裁判所の審判の合議体には裁判官・精神科医が含まれ、精神保健参与員は構成員ではないが、処遇決定の審判に関与し、処遇の要否およびその内容について意見を述べることができる。対象者の人生を決める決定であり、社会的な責任も伴う重要な責務であると考える。精神保健福祉士としては、本人の権利・生活・医療・地域支援という視点で関わることになる。これから経験を重ねていく内で、精神保健参与員として司法精神医療に関わることもあるかもしれない。その際には、精神保健福祉士としての専門性が問われることになるであろう。

指定医療機関は国立の医療機関である為、入院・通院中の対象者の処遇・支援については、国家の責任があると考える。講演の中で、入院継続の確認の申立てが遅延し、一般の精神科病棟へ移ったケースの報告があった。そのようなケースは“法制度の不整備”という言葉で片付けられる問題ではない。もし、転棟した対象者が再び重大な犯罪を起こしたら、誰が責任を取るのだろう？対象者の人数が多く、ほとんどの病棟が満床となっている。そのため、東北で犯罪を起こした人が大阪の指定医療機関に入院してくるケースもある様子。指定医療機関の拡充が必要となっている為、法制度・施設・人的整備それぞれが必要であると考えられる。通院期間は原則3年間（延長可）であり、その後は一般の精神科病院などへ通院してくる可能性もあり、指定医療機関と一般の精神科病院との連携・協力が今後必要となるであろう。しかし、民間の精神科病院が対象となる患者を引き受けることが妥当であるかについては、今後一層の議論が必要と考える。

医療観察法については、なんとなく悪法というイメージが先入観としてある。それは、精神障害者の人権を無視しているのではないかというイメージである。しかし、実際に保護観察所で働いている社会復帰調整官の講演を聞き、少し思い違いもあったと感じた。国家予算を投じることにより、マンパワーの拡充が図られ、対象者への支援は強化されたと考える。今後、国家責任・指定病院としての責任などが論議され、法制度の整備も進んでいくことが望まれる。指定通院医療機関での治療が終了した場合は、地域の精神科病院への通院治療に切り替わることとなり、その際には指定医療機関・社会復帰調整官との連携などが求められ、今後とも医療観察法の同行について熟知していく必要があるだろう。

講演2　「障害者自立支援法の中でのPSWの役割」

講師　　矢田　真司（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画官）
1、障害者自立支援法施行に向けた新たな5つの対策

　○対策Ⅰ　障害程度区分の適正な判定に向け情報提供を行う

· 障害程度区分が低く判定され、サービスが受けられなくなる不安があったが、本年9月末時点で支援費施設に入所・通所している方は事業者が新しい施設へ転換しても平成23年末までは引き続き入所・通所する事が出来る。

· 6月末までの判定結果では、二次判定では約3分の1の事例で上位区分への変更が行われており、一時判定で低く判定されるのではないかと懸念が示されていた知的・精神障害についてはより多数の事例で変更されていた。

· 判定結果を踏まえて更に適正な判定が行われるよう、二次判定の変更事例集など情報提供した。

＊障害程度区分と給付の関係

　

	区分1～6

→介護給付
	区分設定せず

　→訓練など給付

	ホームヘルプサービス

ショートステイ

療養介護

生活介護

施設入所支援

ケアホーム
	自立訓練

就労移行支援

就労継続支援

（雇用型・非雇用型）

グループホーム


　○対策Ⅱ　就労支援を更に充実させる

　　工賃を引き上げ、年金等と合わせて自立生活の実現を目指す

· 工賃が手元に年間28.8万円まで残るようにするなど、収入から工賃を控除する制度を拡充。

· 現行の授産施設の月額平均工賃額（15,000円）の２倍を目指す「工賃倍増計画」を実施し、目標工賃を設定。

　　　　⇒障害者がその能力や適正に応じて、より力を発揮できる社会へ

　○対策Ⅲ　障害児施設の利用負担を減らす

· 障害児施設の利用者の見直し（平成21年3月末までの経過措置）

1）学齢期前の障害児通所施設の利用負担を保育所の保育料程度の水準に軽減。

2）市町村民税額（所得割）が2万円未満の世帯まで負担軽減措置の対象者を拡充。

· 保護者と絆を深めるための障害児施設への配慮

1） 入所施設において、帰省時・夏休み時等の場合には、1月につき12日まで報酬が支払われるようにする。

2） 通所施設や児童デイサービスでは、職員が家庭訪問し、家族への支援を行った際に報酬を上乗せする。

　○対策Ⅳ　ケアホームなど新たなサービスを支援する

· 地域での生活を支援するグループホーム・ケアホームの充実

1） 夜間支援体制を確保しているケアホームの対象者全てについて、報酬を上乗せする。

2） 利用者の入院・帰省を支援した場合の報酬を上乗せする。

· 入所施設の支援体制の強化

1） 障害程度の低い障害者にも夜勤対応が図れるように、夜間支援体制を充実する。

2） 自閉症施設など強度行動障害の者が多数入所する施設についても、実態に即して報酬を改善する。

　○対策Ⅴ　報酬日額化に対応し、円滑な事業運営が行われるようにする。

· 日額単価は、開所日数（入所施設30.4日、通所施設22日）と利用率（入所94.4％、通所94.5％）を加味して安定的な事業運営が可能となるように設定するとともに、旧体系サービスについては最低保障措置として今年度は80％を維持している。

· 通所施設が行なう通所以外の支援の評価

1）利用者が継続して通所できない場合に、施設職員による家庭訪問などの支援について、報酬上の評価をする。

· 通所施設の定員規制の緩和

1） ニーズに応じた利用者の受け入れを可能とする観点から、平成20年3月末まで定員の10％増までの利用を認める。

· 入所施設が行う入院時の支援に関する加算措置の創設

1） 入所施設の利用者に対し、入院中の支援を行った場合に報酬を上乗せする。

· 激変緩和措置の取り扱いの見直し

1）旧体系サービスに係る従前額の80％の最低保障措置について、来年度、再来年度と、保障水準を段階的に引き上げていくこととされていたが、80％を維持する。

＜考察＞

　今回、自立支援法の話をしていただいたが、厚生労働省の資料の読み上げや昨年から既に出されている概要の説明だけで終わってしまったという感じがある。施行に向けた対策を少し話していただいたが、現実に可能なのか？という内容でもあり、不安な点も多くある。3年後に見直し更新を行なうということであったが、本当に障害者の自立を支援する法律なのであろうか。

　八戸市の障害程度区分の委員会として認定審査会に参加しているが、精神障害者や知的障害の障害区分は低くでやすい。また、審査会の委員も精神障害者に対して理解が充分であらず、再三の説明でも理解が得られない場合がある（これは自分自身の技量不足もあるが…）。

　障害者自立支援法は平成18年10月から施行されたが、サービス整備状況は酷い状況であり、サービスの提供状況は施行前より後退していると感じる。例えば、ホームヘルプサービスについて精神障害者に対してはホームヘルプサービスを行なっていない場合が多い。また、市町村が事務局として運営していた小規模作業所がなくなっている状況もある。

　法律の骨格が不明確であり、現場・行政も足並みが揃っていない状況であるが、この状況で一番困っているのは当事者である。そのためには、障害者自立支援法の情報（その他の状勢についても）について充分に理解し、当事者達への説明を行っていきたい。

分科会1　「救急システムの中でのPSWの役割」

ﾊﾟﾈﾘｽﾄ　　澤温（さわ病院　院長）　　明石良美（久米田病院）　

樋上雅丈（関西記念病院）　栗田亜子（精神障害者社会復帰促進協会）
＜要旨＞

1救急システムの中でのPSWの役割

　大阪の場合、精神科救急のﾄﾘｱｰｼﾞ機能をPSWが主に担っている。逼迫した症状が訴えられている時にPSWがどこまで対応すべきか、またできるのかはPSW自身の自覚と研鑚によるとも言える。しかし、熟練して色々な対応が上手くなってもミニ医者になることがPSWとして望ましいかは疑問である。

　元来PSWは医療と福祉の橋渡し役で医療がｽﾑｰｽﾞに受けられるように、また生活者が心病んだ時、医療が抱え込まないよう、経済基盤・社会資源の利用などを提案するのが大きな仕事と言える。精神科救急医療が地域医療システムの一つのパーツであるという基本を守るなら、救急で受け入れたらすぐに、その人の社会復帰を考えるのだからPSWは常に救急医療の現場に寄り添うのが望ましいと言えるだろう。現実には医療の根幹である、患者責任性、自院責任性、地域責任性が守られていない地域が多い。診療所や総合病院の患者が夜間の一次や二次救急で救急受け入れ病院を訪れることが多い。もうひとつの医療の根幹である迅速性、均一性、責任性、継続性を放棄した医療機関が多く、たくさんの情報や資源が得られないまま治療を開始しなければならず、その情報集めにPSWが動く事になる。PSWは医療と福祉のつなぐのみではなく、医療と福祉の狭間にある沢山の穴を埋めていく役割があるのだろう。

2　大阪府の精神科医療救急システム

　大阪府の精神科救急システムは平成3年より始まった精神科救急輪番病院システムが医療機関と救急隊の負担を軽減し、より効率的なシステムとするべく見直され、平成17年9月1日に大阪府の新たな精神科救急システムとして「おおさか精神科救急医療情報センター」が開設した。新たなシステムでは救急病院の空床状況を把握して、救急患者を速やかに医療機関へつなげることを目的としている。

2-1拠点病院・協力病院

　「拠点病院」は依頼のあった事例には必ず対応する事が義務付けられており、このことは本システムの適正な運営において極めて重要な事柄である。受診拒否ができないことによって、受診・入院などがｽﾑｰｽﾞとなった。拠点病院は府内に一日数ヶ所設け、拠点病院は必ず空床を確保することになっている。また、入院後必要であれば、数日内に大阪府内の精神科病院（協力病院）へ転院(＝後送)となる。

2-2現在のシステムの流れ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①ルール違反？










　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②約30分ほどで拠点病院

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へつなぐ(トリオフォン)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③拠点病院が満床…

④複雑なニーズを抱えている

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2-3相談窓口

A「こころの救急相談窓口」

大阪府民から直接入電できる、24時間対応

約2500件（1ヶ月）　

　約150件（1ヶ月）をおおさか精神科救急医療情報センターへ転送

B「精神科救急案内窓口」

　警察から入電

C「おおさか精神科救急医療情報センター」＝平成17年9月～

　救急隊・「こころの相談窓口」・「精神科救急窓口」から入電される。

　約380件（1ヶ月、12件/日）

A～Cは精神障害者社会復帰促進協会、情報センターに設けられている。約50名の相談員が交代で配属されており、その半数以上がPSWである。

3現状・課題点

①システム優先をすれば、地域の病院・かかりつけの病院へは入院できない

　大阪府のシステムでは、拠点病院以外の病院で指定医が当直して空床が有り受け入れが可能な場合でも、時間外の患者やその家族からの受診受け入れの依頼については、受診歴のない場合はシステムのルールを優先するのであれば「こころの救急相談窓口」を紹介することになる。また、協力病院では遠方の患者が後送されてくるケースもあり、救急医療の根幹である地域性は確保されているか不明である。

②迅速且つ的確に情報を聴取し、正確に伝達する

　電話という限られた手段において、相談者（患者、家族）からの状況・状態を捉え、拠点病院などへ正確に伝達しなければならない。依頼があれば、トリオフォン(三者同時通話可能)があり、患者―病院―情報センターの三者同時通話を行なう場合もある。切迫した家族や本人からインテークを聴取することは容易ではないが、患者を少しでも早く医療につなげる為に、センター配属のPSWには「迅速且つ的確に情報を聴取し、正確に伝達する」技能が求められる。

③拠点病院が満床の場合…

　拠点病院が満床の場合、精神科救急医療情報センターからの紹介はできない。その場合、拠点病院への受診依頼のみを行なう場合がある。入院必要性がある場合、救急隊が引き受け可能な病院を探す事になり、現在の大阪の精神科救急システムでこの点が大きな課題点であり、今後改善されていく予定。

④複雑なニーズを抱えている

　クリニックの増大などからも分かるように、精神科医療を必要としている人は増加しており、その為精神科救急の持つ役割は大きい。しかし、その反面精神科単科の病院などでは対応が困難なケースが多くなっている。例えば、身体合併症を持っている患者は精神科単科病院では対応が困難である。また、精神科救急のリピーターが増加しており、病院と本人・家族とのより良い治療関係が築けない場合が多く、リピーターの中には得てして人格障害圏の患者が多い。保険証・所持金を持っていない人が多く、経済的な問題を抱えた患者が多い。

＜考察＞

都市部の精神科救急の現状を聞き、「圧倒された」というのが正直な感想である。青森県内ではあまりない、「緊急措置入院」「応急入院」などの件数も多く、不特定多数の人がいる都市部では精神科救急医療は、生活上欠かせない構成要素になっていると感じた。また、私自身夜間の救急には立ち会ったことがなかったので、大変勉強になった。自分自身に置き換えても、家族・保健所・警察などから、受け入れの要請の電話が有り、緊迫した状況の中で重要な情報を聞き、医師などに伝える事もあり、医療と患者・医療と福祉をつなげる橋渡し役になっているのかもしれない。いつも行なっている業務について意味付けを行なうことができ、普段の業務に活かしていきたいと感じた。精神科救急医療では入院時の人権を守る(＝法律)ことや、いつでも・どこでも・だれでもが受けられる「地域性」「均一性」「継続性」などが求められると感じた。

　外来患者数の増加・クリニックの増大などにより、八戸・青南病院においても精神科医療の必要性は高まっていると感じる。そのような状況下において病院窓口で働くPSWの役割は大きい。精神科救急の本質・八戸の地域性などを踏まえて、今後も自己研鑽を行なっていきたいと感じた。

講演3　「ソーシャルワーカーの価値と規範」

講師　　辻井誠人(大阪人間科学大学助教授)
＜要旨＞

1専門職業的自己と私的自己

　専門職業的自己であらねばならないが、個人の雰囲気・態度などの影響は大きく、専門職業的自己と私的自己の切り替えは難しい。しかし、最初から切り替えが難しいと捉え、自分自身の気持ちだけで患者や利用者に関わることは、専門職としての信用を失墜する行為に当たるのではないか。理想と現実を割り切ることは難しく、割り切れないからこそ、その矛盾点において悩み、考えることが必要ではないか。専門職業的自己と私的自己、理想と現実に折り合いをつけていく為には、自己覚知を行なっていく必要がある。自己の意識・感情・親和性・拒絶性を認識して、実践に望む必要がある。

2専門職

　精神科において、ソーシャルワーカーは様々な呼び方がある。例えば、精神科ソーシャルワーカーや精神保健福祉士などである。精神科ソーシャルワーカーは実態的概念であり、精神保健福祉士は法的概念と言えるだろう。バートレットは著書(『ソーシャルワーカーの共通基盤』)において、専門職とは①価値、②知識、③技術から成り立っていると述べている。また、国際ソーシャルワーカー協会(IFSW)の2001年カナダモントリオールでの総会おいては、①価値、②理論、③実践から成り立っているという宣言がなされた。

3価値と規範としての倫理

（1）価値と倫理について

　　職業的価値＝目標、実現しようとするもの・こと

　　職業的倫理＝（価値を実現するための）行動指針

倫理綱領　EX）信用失墜行為の禁止　　秘密保持義務

　　　　　　　　　　名称独占の制限　　　　他職種との連携

（2）価値の位置付け

　　

　　


　技術(＝方法・手段・道具)自体は無価値なものであり､使う人によって変わり得る事柄である。“何”のために使うかが重要である。価値は、知識・技術を補完する役割を持ちながら、知識・技術の基盤となるという役割を併せもっている。

（3）役割期待




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　葛藤

EX）自己決定をできるだけ促して尊重するという価値⇔医療保護入院、措置入院

　　入院治療は必要であるが、本人が納得できない形での入院であり、SWの専門職業的価値に依拠するのであれば、医療保護入院や措置入院は承認できない事柄である。しかし、SWの専門職業的価値において入院を拒否することはできるのだろうか。もちろんそれは出来ない。しかし、ただ強制的に入院させることも承認できない。やはり、入院中の権利・環境について適切に説明していくなど、実践においては常に悩み・考えながら、実践を行なっていく必要がある。

（4）価値の構造

　　　＜個人を軸として＞　　　　　　　　　　　　＜社会や環境を軸として＞

　　　　　人権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会正義
　　　　　個人の尊厳　　　　　　　　　　　　　　　　社会体制　
　　　　　自己実現　　　　　　　　　　　　　　　　　社会状況　　
　　　　　自己決定　　　　　　　　　　　　　　　　　所属集団（公共的）
　　　　　能力開発・ニーズ充足　　　　　　　　　　　所属集団（基礎的）　

　　　　　指示・共感　　　　　　　　　　　　　　　　直近関係　　　　　　　
（5）まとめ

　実践を行なっていく上では、常に実践を振り返り、悩み・考えることが必要である。悩み・考えなければ、専門職として成り立たない。そして、その悩み・考えを一人で抱え込まず、誰かに語ることが必要である。記録などで実践を振り返り、実践を語ることで、専門職業的価値はさらに活性化していく。精神保健福祉士は人と関わることが非常に多い職種であり、自分の悩み・考えを言語化していく作業は重要な事柄である。

＜考察＞

　専門職としての価値・倫理は常に考えなければならない課題である。常日頃実践を行なっていく中で、自分達の実践を振り返り、検証していくことが専門職たるPSWには求められる。その振り返りを行なう上で、現在の情報などを知識として吸収し、他者の実践を聞くことで技術の向上にもなり得る。また、PSWが「なぜ人(＝当事者、本人、患者)とかかわることができるのだろうか」という命題についても考えることができるだろう。振り返りを行なうことで、PSWの存在意義・専門職性について考えることができるだろう。その振り返りの中では、病院という組織・他職種との関係性・患者、家族からの希望などとの矛盾・葛藤が感じることとなる。振り返り・悩みなどを一人で処理することは難しく、誰かと話し合う場が必要である。それは同じ職種だけに限らず、多くの職種と語り合うことで、PSWの専門性もより浮き出され、活性していくだろう。価値・倫理・専門性というテーマは、大学時代から一番興味のあったテーマであり、今後実践を行なっていく中で、更に深めていきたい。

講演4　「個人情報保護法」

講師　　木ノ元直樹（日本精神科病院協会顧問弁護士）

＜要旨＞

1、個人情報保護法の概略

　○制定・施行

　　個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）平成１５年５月成立基本法部分は交付と同時に施行

　　＝　総則規程（第一章）

　　　　国・地方公共団体の責務（第２章）

　　　　個人情報保護の施策に関する規定（第３章）

　　　その他は、２年以内に政令で定める日から施行

　○立法趣旨

　　　個人情報の公正取扱いの危険性が増大

　　　ex）個人情報のコンピュータ処理の日常

　　　　　　　　インターネットの普及

　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　大量漏洩、目的外使用

　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　プライバシー保護の必要性

　　

　　　　個人情報の不適正取引扱いによる個人の権利利益侵害の危険性を未然に防止する為、個人情報の適正な取引に関する一般的ルールを法的に確立し、そのルールに即した取扱を確保することにある。

　＊ポイント

1 個人情報の有用性とのバランスの重要性の標榜

2 個人情報の適正な取扱いは何かを規程

3 個人情報の適正な取扱いに関するルール尊守の担保

　○個人情報の適正な取扱い

1 利用目的を明確にして、その範囲内で取り扱う

2 利用目的からかけ離れた取扱いを行う場合は改めて本人の同意を得る

3 個人情報のIT処理に伴う適正な安全管理を図る

２，医療における個人情報

→医療・介護関係事業者における医療情報の適正な取り扱いの為のガイドライン

　　（平成16年12月24日　－　平成18年4月21日）

＊情報の範囲は「広い」

　　カルテ・看護記録、レセプト、入退院の有無、主治医名、病棟、病室

　　患者の氏名、生年月日、病名、診療科など

○個人情報の医療に対する法規制

　ex）刑法134条、保健師助産師看護師法42条、42条の2、診療放射線技師法29条

　　　臨床検査技師、衛生検査技師等に関する法律19条

　　　理学療法士及び作業療法士法16条、社会福祉士法及び介護福祉士法46条

　　　社会保険診療報酬支払基金法14-5　等

△従来の守秘義務中心の法体系→患者のプライバシーが中心→個人の自己情報コントロール権へ

個人情報保護法の具体的規程

○個人情報に対する法規制

1 利用目的の特定(15条)

2 利用目的による（利用）制限(16条)

3 適正取得(17条)

4 取得に際しての利用目的の通知など

○個人データに対する法規制

1 データ内容の正確性の確保(19条)

2 安全管理措置義務（20条）

3 従来者の監督（21条）

4 委託先の監督（22条）

5 第三者提供の制限（23条）

　○保有個人データに対する法規制

1 保有個人データに関する事項の公表義務（24条）

2 開示に応じる義務（25条）

3 訂正等に応じる義務（26条）

4 利用停止等受忍義務（27条）

5 24～26条に関する措置についての説明義務(28条)

　＊医療関連情報の中で何が個人情報保護法の対象となるか？

1 電子化された診療情報

2 髪の診療録

3 口頭伝達情報

4 死者の情報

　（ガイドラインは、死者情報保存の場合、個人情報と同等の安全管理措置を要求）

＊医療機関外における問題例

　→外部医師への検査・診断依頼

　→外部医師との共同診療

　→検査会社への検査依頼

　→薬局への処方状況提供

　→上部機関への報告

→官庁からの照会

　　犯罪に関する照会、保健所からの照会

　→官庁以外からの照会

　　保険会社からの医療事故情報、診療情報照会

　→その他の照会

　　報道機関、学校

⇒適正な情報の取得について（17条）　「偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならない」

　ｅｘ）前医からの診療情報提供、救急隊・警察等からの事実聴取　　＊安易な情報取得には要注意

＜考察＞

　病院相談窓口では、大なり小なり他機関からの問い合わせがあったり、こちらから相手側に問い合わせることが多くある。病院での治療を行なっていく上では、患者や利用者の情報は重要であり、適切に取り扱わなければならないと感じた。個人情報を取り扱う上では、日々の記録は重要な事柄であり、記録の開示といった問題もあり、誰が読んでも分かりやすく、また一覧で分かりやすい管理が必要である。個人情報保護法を遵守しているからといって、全てが合法的な手続きという訳ではなく、個人情報の取り扱いについては、事例毎に幾つかの解釈があり、病院・法人としてのポリシーが必要となると感じた。
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